
- 1 - 

ｗｑ+ 

 

 

市の人事行政の公正性・透明性を高めるため、「小山市人事行政の運営等の

状況の公表に関する条例」に基づき、市民の皆様に、本市職員の任用、給与、勤

務条件などの状況を公表します。 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（1） 採用試験の実施状況 （平成 28 年 4 月 2 日～平成 29 年 4 月 1 日採用者） 

試験区分 受験者 最終合格者 競争率 

事務職員 

一 般 事 務 173 人 40 人 4.3 倍 

自己アピール採用 

(一般事務) 
3 人 3 人 1.0 倍 

身体障がい者対象 

(一般事務) 
2 人 1 人 2.0 倍 

技術職員 

土 木 技 師 9 人 7 人 1.3 倍 

建 築 技 師 7 人 3 人 2.3 倍 

機 械 技 師 1 人 0 人 － 

電 気 技 師 8 人 2 人 4.0 倍 

化 学 技 師 2 人 1 人 2.0 倍 

保 健 師 8 人 2 人 4.0 倍 

保 育 士 21 人 5 人 4.2 倍 

管理栄養士 7 人 1 人 7.0 倍 

紬 織 士 1 人 0 人 － 

消 防 職 員 43 人 9 人 4.8 倍 

合    計 285 人 74 人 3.9 倍 
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（２） 昇任の状況 （平成 28 年 4 月 2 日～平成 29 年 4 月 1 日） 

昇任試験及び小山市職員試験委員会における選考により昇任を行っています。 

職 名 昇任者数 職 名 昇任者数 

参  事 7 （1） 人 主  任 20 （9） 人 

副参事 10 （2） 人 主  査 14 （6） 人 

主  幹 18 （4） 人 業務主任 0 （0） 人 

副主幹 34 （11） 人   

※ 括弧内は女性職員数です。  

※ 消防職は含みません。 

 

（３） 再任用制度及び任期付職員制度の実施状況 （平成 29 年 4 月 1 日現在） 

本格的な高齢社会に対応するため、職員の長年培った知識・経験を活用するとともに、定年退

職から年金支給開始までの間の生活を支える仕組みとして、再任用制度を導入し、働く意欲と能

力のある定年退職者等を再雇用しています。 

また、厳しい財政状況下において高度化、多様化する住民ニーズに的確に対応した行政サー

ビスを実現するため、平成 18 年から任期付職員制度を導入し、専門知識や技量を有する者等を

一時的、限定的業務に任期を区切り採用しています。さらに、平成 24 年 4 月 1 日から、本市独自

の学級編成基準に基づき、複式学級を解消するため、市費負担の任期付教職員を採用し、より充

実した教育環境の醸成を図っています。 

 職種          区分 常時勤務職員 短時間勤務職員 合 計 

再任用 

職員 

一 般 行 政 職 1 人 44 人 45 人 

技 能 労 務 職 0 人 13 人 13 人 

消   防   職 0 人 2 人 2 人 

合 計 1 人 59 人 60 人 

任期付 

職員 

一 般 行 政 職 1 人 10 人 11 人 

教 育 職 5 人 0 人 5 人 

合 計 6 人 10 人 16 人 

育児休業代替

任期付職員 

一 般 行 政 職 9 人 0 人 9 人 

合 計 9 人 0 人 9 人 

 

（４） 職員の離職の状況 （平成 28 年度実績）  

職種 一般行政職 技能労務職 消防職 小計 警察職 教育職 合計 

退職者数 59 人 4 人 6 人 69 人 0 人 10 人 79 人 

※ 派遣元への帰任等を含みます。 
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（５） 定員管理の状況 

① 部門別職員数の状況 （各年 4 月 1 日現在) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 部門別職員数の状況と主な増減理由 (各年 4 月 1 日現在) 

区分  

 部門 

職員数 対前年増減数 
平成 29 年度の 
主な増減理由 

平成 28 年 平成 29 年 平成 28 年 平成 29 年 

一
般
行
政
部
門 

議 会 10 人 10 人 0 人 0 人  

総 務 230 人 238 人 ▲6 人 8 人 業務強化 

税 務 56 人 57 人 ▲1 人 1 人 
育休代替任期付職員制

度の活用 

民 生 168 人 166 人 3 人 ▲2 人 職員配置見直し 

衛 生 61 人 59 人 4 人 ▲2 人 職員配置見直し 

農林水産 47 人 45 人 4 人 ▲2 人 職員配置見直し 

商 工 25 人 24 人 ▲1 人 ▲1 人 職員配置見直し 

土 木 139 人 140 人 3 人 1 人 業務強化 

小 計 736 人 739 人 6 人 3 人  

部
門 

特
別
行
政 

教 育 105 人 103 人 ▲3 人 ▲2 人 職員配置見直し 

消 防 201 人 203 人 4 人 2 人 業務強化 

小 計 306 人 306 人 1 人 0 人  

普通会計 1,042 人 1,045 人 7 人 3 人  
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会
計
部
門 

公
営
企
業
等 

病 院 0 人 0 人 ▲1 人 0 人  

水 道 21 人 20 人 2 人 ▲1 人 民間委託の推進 

下水道 22 人 23 人 ▲2 人 1 人 業務強化 

その他 50 人 54 人 ▲1 人 4 人 業務強化 

小 計 93 人 97 人 ▲2 人 4 人  

合   計 1,135 人 1,142 人 5 人 7 人  

※ 職員数は一般職に属する職員数で､地方公務員の身分を保有する休職者､派遣職員などを含み、

臨時又は非常勤職員を除いています｡ 

※ 小山市民病院は平成 25 年 4 月 1 日に地方独立行政法人に移行しました。 

 

（６） 職員数の推移 (各年 4 月 1 日現在) 

小山市では、平成12年度から5か年ごとに「定員適正化計画」を作成し、事務事業の見

直しや指定管理者制度・民設民営化の導入、業務のＩＴ化などを行い、定員の適正管理に

取組んできました。その結果、平成 12 年から平成 27 年までの 15 年間に合計 717 人の職

員を削減し、本市行政のスリム化に一定の成果を得たところです。平成 27年度からは、職

員数の維持や能力向上に重点を切り替え、定員の適正管理を進めております。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※ 小山市民病院は、平成 25 年 4 月 1 日に非公務員型の一般地方独立行政法人に移行しました。 
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※ 平成 25 年度から平成 27 年度までの病院・消防を除いた職員数には、新小山市民病院への派遣職員を含みます。 

※ 平成 27 年度をもって、新小山市民病院への職員派遣は終了しました。 

※ 平成 27 年度以降、法律改正に伴い職員数から教育長を除く取扱いとなっております。 

※ 平成 27 年度以降の職員数には、育児休業代替任期付職員を含みます。（H27:2 名、H28:7 名、H29:9 名） 



２　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況

 「年収ベース」は、平均給与月額を12倍したものに、前年度に支給された期末・勤勉手当の額を加えた試算値です。

（４） 職員の初任給等の状況  (平成29年4月1日現在)

-

区分

287,447円

　※ 1 

329,358円

146,100 円

  ※ 3  

大学卒

高校卒
一般行政職

410,984円
43.6歳

技能労務職

  ※ 2 

5,963千円

 「平均給与月額 国ベース」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含
まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

〃 国ベース

※ 人件費には市長、副市長、市議会議員、各種行政
委員会等の特別職に支給される給料・報酬を含みま
す。
※　平成29年9月1日現在見込

一般行政職

小　山　市

178,200 円

－

178,200 円

6,268千円

（３） 職員の平均給料月額､平均給与月額及び平均年齢の状況  (平成28年4月1日現在)

 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのす
べての諸手当の額を合計したものです。

333,800円

年収ベース
（試算値）

平均給料月額 平均年齢

54.0歳

平均給料月額

平成27年度
人件費比率

技能労務職

14.7%

平均年齢

非公表331,816円

平均給与月額

395,370円

347,475円
40.9歳

146,100 円

高校卒

国

区分

小山市

年収ベース
（試算値）

314,200円

国

131,700 円

平均給与月額

〃 国ベース

370,473円

352,848円

50.4歳非公表
-

（１） 人件費の状況（平成28年度普通会計決算見込） 

人件費 88億2,561万円（人件費比率15.3％） 

歳出額  577億 2,544万円 

（２） 職員給与費の状況（平成28年度普通会計決算見込） 

 
 

               期末勤勉手当 
 

           14億 3,858万円 

      職員手当（退職手当除く） 
 

            8億 7,730万円 
 給料 
      

 36億 7,965万円 

     給与費総額 
     59億 9,553万円 

※ 平成28年4月1日現在の職員数は、1,115人です。 
  （教育長は除き、任期付及び再任用の短時間勤務職員73人を含んでいます。） 
※ 平成29年9月1日現在見込 

61.4% 
14.6% 

24.0% 
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【参考】国家公務員(行政(－)及び指定職)モデル給与例　人事院より（平成28年8月)

（６） ラスパイレス指数　（国家公務員を100）

技能労務職

技能労務職員においては平成22～23年度は7%一律削減しています。

平成24年度から技能労務職員は、7％削減後の給料表を制定しています。

括弧内の「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値です。

　①級別職員の状況  (平成29年4月1日現在)

※ 1 小山市給与条例に基づく給料表の級の区分による職員数です。

※ 2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

（８） 特別職の報酬等の状況  (平成29年4月1日現在)

970,000円 826,000円 693,000円 600,000円 540,000円 510,000円

※ 1

※ 2

平成23年度
平成25年度
（参考値）

区分

227,700 円

平成27年度

3,810,000円

111.1

340,500 円

107.5
（99.7）
119.9

（113.7）

2,894,000円

273,400 円

経験年数20年

100.0

平成28年度

6級

経験年数15年

345,600 円306,000 円

12,188,000円

333,700 円 373,000 円

12 人

課長・所長

100.2
108.9

（100.6）

4級

124 人

99.4100.0 100.0

111.4

108.2
（99.9）

18.7%

100.2

計

20.8%

（５） 職員の経験年数別､学歴別平均給料月額の状況  (各年4月1日現在)

小山市

17.3%

99.1

115 人 146 人 664 人

7.7%

経験年数 7年
区分

以上10年未満

職員数

1級

※2

7級5級

138 人

100.0%

区分

110.8

284,700 円

372,900 円

（７） 一般行政職の級別職員の状況等

51 人

※1

440,000円

部長等

10.2%

237,500 円

構成比

標準的な職務内容

22.0%

-

2級

108.1
（99.9）

270,400 円

236,300 円

主査・主任

配偶者、子2人

344,800 円

高校卒 218,100 円

以上15年未満

区分
報　酬

15.0% 2.0%7.5%21.6%

議員

19.8% 2.3%

議長

配偶者 235,900円

家族構成

経験年数10年

独身
係員

178,200円

大学卒

市長 教育長

特別職の報酬は、小山市特別職報酬等審議会の答申を受けて定められています。

6月期 1.55月、12月期 1.7月、 計 3.25月（平成28年度支給割合）期末手当

副議長

10 人

係長

給　料

129 人 64 人

主事・技師等

22.0%

副市長

68 人

報酬等月額

市長の給料は 10%、副市長・教育長の給料は 5%減額しています。  （表の金額は減額後の額です。）

9.8% 100.0%

653 人

1.8%

8級

1.5%

平成26年度

144 人 141 人 49 人 15 人 13 人

一般行政職
（平成28年）

一般行政職
（平成29年）

参
考

98 人

116.1

3級

前年の構成比

前年の職員数

小山市

年間給与

以上25年未満以上20年未満

年齢 月額

大学卒

236,500 円

高校卒 －

職務段階

3,060,000円

30歳

4,722,000円

17,653,000円

322,300円

18歳 独身 146,100円 2,373,000円

22歳

係長
35歳 配偶者、子1人 289,200円

50歳

独身

配偶者、子2人

25歳

1,410,000円 23,175,000円

188,400円

45歳 配偶者、子2人 736,680円

7,556,000円

40歳

7,052,000円

5,254,000円

本府省局長

地方機関課長

－ － 1,074,000円

462,200円

本府省課長

本府省課長補佐 35歳 配偶者、子1人

一般行政職
県内市平均

100.4

事務次官 － －

平成24年度
（参考値）

120.4
（114.2）
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(９) 職員手当の状況 （平成28年度実績）

区分

 (1) 配偶者 10,000円

 (2) 子 8,000円

 (3) 父母等 6,500円

　※配偶者がない場合の扶養親族1人については、子10,000円・父母等9,000円

 (1) 借家･借間居住者 支給限度額   27,000円

 (1) 交通機関利用者 支給限度額   55,000円

 (2) 四輪自動車使用者（片道2km以上の通勤者） 3,500円 ～ 31,600円

 (3) 自転車･バイク使用者（片道2km以上の通勤者） 2,600円 ～ 31,600円

  （平成28年度支給割合)

一般職の退職手当 特別職の退職手当

職  名

市  長

職 副市長

手 教育長

○ その他の加算措置

○ 1人当たり平均支給額

支給率

3% 3%

6% 6%

 職員全体に占める支給職員の割合

 支給対象職員1人当たり平均支給年額

 手当の種類

 年間支給総額

 職員1人当たり年間支給額

扶
養
手
当

0.9月
12月期12月期

1.175月

内容

管理監督職員以外の職員

0.8月

勤勉手当

18,133千円

期末手当

(0.55月)

管理監督職員

1.00月

計
(1月)

6月期

勤勉手当

(0.525月)

(0.4月)

1.375月

(0.65月)

1.10月

(1.25月)(0.80月)

(0.475月)

(0.7月)

49.59 月分

期末手当

1.025月

(0.4月)

2.2月2.6月

(1.45月)

29.145 月分

49.59 月分

時
間
外
手
当

特
殊
勤
務
手
当

職員１人当たり
年間支給額地

域
手
当

132,415千円 116,256円

17,937 円

406,435千円

389 千円

12種類

22.2%

当

住
居

手
当

1.225月

（応募認定・定年)

25.55625 月分

34.5825 月分

通
勤
手
当

※ 括弧内は、再任用職員に係る支給割合です。

○ 職制上の段階､職務の級等による加算措置　有

4,598千円 218,971円

国の制度
（支給率）

小山市

支給対象地域 支給実績

定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算）

　　ただし、満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子については、
　　 1人につき5,000円を加算

支給率

給料月額×在職月数×42÷100

給料月額×在職月数×25÷100

給料月額×在職月数×21÷10049.59 月分

2.1月

20.445 月分

(自己都合)

(0.8月)

退

期
末
･
勤
勉
手
当

勤続20年

1.7月

野木町

勤続25年

勤続35年

最高限度額

41.325 月分
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（10） 勤務時間の状況 （平成 29 年 4 月 1 日現在） 

一週間の勤務時間 勤務の開始時刻 勤務の終了時刻 休憩時間 

38 時間 45分 8 時 30 分 17 時 15 分 12 時～13時 

 

（11） 年次有給休暇の状況 （平成 28 年度実績） 

制度概要 1 年度につき 20日付与。 現年度付与分のみ翌年度に繰り越し可。 

平均使用日数 10.1 日 

 

（12） 特別休暇等 （平成 29 年 4月 1 日現在） 

種   類 付 与 日 数 

公民権行使のための休暇 必要と認められる期間 

裁判員、証人等として出頭するための休暇 必要と認められる期間 

骨髄提供のための休暇 必要と認められる期間 

ボランティア休暇 5 日以内 

結婚休暇 連続する 7 日以内 

生理休暇 2 日以内 

妊婦の健康診査等のための休暇 

妊娠満 23 週までは 4 週間に 1 回 
妊娠満 24 週から満 35 週までは 2 週間に 1 回 
妊娠満 36 週から分べんまでは 1週間に 1 回 
産後 1 年までは 1 回 

妊婦の通勤混雑緩和のための休暇 1 日を通じて 1 時間以内 

産前休暇 7 週間又は 8週間以内 

産後休暇 8 週間以内 

育児時間 1 日 2 回それぞれ 30 分 又は 1 日 1 回 60 分 

妻の出産 2 日以内 

育児参加休暇 5 日以内 

子の看護のための休暇 5 日以内(2 人以上は 10 日) 

短期の介護休暇 5 日以内(2 人以上は 10 日) 

忌引 親族との続柄に応じ 7 日から 1 日以内 

父母の祭日（法要） 1 日以内 

夏季休暇 連続する 6 日以内 

災害による現住居の滅失等 7 日以内 

災害又は交通機関の事故等 必要と認められる期間 

災害時における身体の危険回避 必要と認められる期間 

病 気 

休 暇 

公務上の負傷又は疾病、結核性疾患 1 年以内 

その他私傷病 90 日以内(市規則で定める負傷、疾病は 180 日) 

組合休暇（任命権者が許可する場合） 30 日以内 

修学部分休業 1 週間の勤務時間の 1／2 以内（無給） 

自己啓発等休業 
大学等課程の履修 2 年（特に必要がある場合は 3年）以内 

(無給) 
国際貢献活動 3 年以内 

配偶者同行休業 3 年以内（無給） 
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（13） 育児休業等の状況 （平成 28 年度実績） 

 制度概要 新規取得者数 

育児休業 

3 歳未満の子を養育する場合に取得できる。

子が3歳に達するまでの期間内で休業できる

（無給）。 

18 人 

(6 人) 

部分休業 

小学校就学前の子を養育する場合に取得で

きる。 勤務時間の始め又は終わりに 1 日を

通じて 2時間以内（取得時間は無給）。 

10 人 

(0 人) 

育児短時間勤務 

小学校就学前の子を養育する場合に取得で

きる。 1週間の勤務時間を19時間25分、19

時間35分、23時間 15分、24時間35分にで

きる（勤務時間数に応じて給料支給）。 

1 人 

(0 人) 

※ それぞれ平成 28 年度の新規取得者数（括弧内は男性職員）です。 

（14） 介護休暇の状況 （平成 28 年度実績） 

制度概要 取得者数 

配偶者、父母、子などの負傷、疾病、老齢により、介護をする場合に

取得できる。 連続する6ヶ月の期間内において必要と認められる期

間（無給）。 

0 人  
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３ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１） 分限処分者数 （平成 28 年度実績） 

分限処分とは、公務の能率の維持やその適正な運営の確保の目的から、勤務実績

不良、心身の故障等のため職責を十分に果たせない等の場合に行うものです。 
 

区分 降任 免職 休職 降給 合計 

処分者数 0 人 0 人 11 人 0 人 11 人 

 

（２） 懲戒処分者数 （平成 28 年度実績） 

懲戒処分とは、職務上の義務違反や公務員としてふさわしくない非行がある場合に、

職員に一定の義務違反に対する道義的責任を問い、公務における規律と秩序を維持

することを目的として行うものです。 
 

区分 戒告 減給 停職 免職 合計 

処分者数 1 人 0 人 0 人 0 人 1 人 

 

４ 職員の服務の状況 

（１） 地方公務員の服務規律の概要 

すべての職員が、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務することと、全力を挙

げて職務の遂行に専念することが、職員の服務の根本原則とされています。 

具体的には、職務に専念する義務、法令や上司の職務上の命令に従う義務、信用を

傷つけ不名誉となる行為の禁止、秘密を守る義務、政治的行為の制限、ストライキ等の

争議行為の禁止、営利企業等に従事することの制限などです。 

 

（２） 服務規律確保のためにとった措置の概要 （平成 28 年度実績） 

文書により、職員に職務遂行上の法令遵守はもとより、私生活においても市民から信

頼される行動を促すとともに、管理監督者による指導の徹底を図り、職員の服務規律の

確保に努めました。 

 

（３） 営利企業等の従事の状況 （平成 28 年度実績） 

営利企業等の従事の内容 承認職員数 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員、顧

問、評議員及び当該団体の重要方針決定に参画する職員の地位を兼ねる場合 
0 人 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 1 人 

報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合 4 人  
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５ 職員の研修及び人事評価の状況 

職員研修では、行政の担い手である職員一人ひとりの能力開発と組織の活性化を図る

ため職員研修の充実・浸透や自己啓発意欲の促進を推進し、住民福祉の向上を実現する

ため、次のような研修を行いました。 

 

（１） 小山市単独研修  

時代の変化に対応し、より主体的・効率的に行政運営を行うための知識の習得と能

力の向上を目的に実施しました。 

（平成 28 年度実績） 

研修名 受講者 研修名 受講者 

新採用職員市単独研修  45 人  技能労務職員研修 62 人 

新採用職員６カ月研修 55 人  手話研修（初級） 7 人 

法制執務研修 24 人  パソコン中級研修 14 人 

中堅職員研修 13 人 自主研究指導研修 5 人 

新任係長級職員研修 45 人 通信教育 6 人 

CS リーダー研修 49 人 資格取得 12 人 

新任課長級職員研修 20 人 人事評価評価者研修 202人 

新任部長級職員研修 9 人 交通安全研修 961 人 

法務能力向上講座～実践編～ 58 人    

女性職員キャリアアップ研修 37 人 合  計 1,624 人 

（２） 小山地区職員研修協議会主催研修 （小山市・下野市･野木町で構成） 

主に係長級以下の職員を対象に、各階層に応じて、職員に必要な知識や技能の修得

を目的に実施しました。 

 （平成 28 年度実績） 

研修名 受講者 研修名 受講者 

新採用職員第１部研修 45 人 ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ（中堅職員）研修 15 人 

新採用職員第２部研修 45 人 政策形成研修 13 人 

新採用職員フォローアップ研修 41 人 折衝交渉研修 27 人 

接遇研修 54 人 仕事と人のマネジメント研修 34 人 

初級職員研修 42 人 ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ能力開発研修 22 人 

ＪＫＥＴ（公務員倫理）研修 38 人 組織リーダー研修 34 人 

中級職員研修 28 人 コーチング研修 33 人 

ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ（若手職員）研修 29 人 再任用職員研修 14 人 

職員力向上研修 30 人 女性活躍推進研修 23 人 

コミュニケーション研修 29 人 管理監督者研修 129 人 

接客スキルアップ研修 31 人 合  計 756 人 
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（３） 栃木県市町村振興協会主催研修(県内全市町で構成)  

主に係長・主任級の職員を中心に、管理監督者として必要な知識や能力の養成等を

目的に実施しました。 

（平成 28 年度実績） 

研修名 受講者 研修名 受講者 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ講座 2 人 接遇レベルアップ講座 25 人 

個人情報保護法と情報公開制度 1 人 行政法講座 3 人 

住民との協働講座 2 人 民法講座 11 人 

メンタルヘルス講座 5 人 プレゼンテーション講座 1 人 

職場リーダー研修 2 人 広聴広報力向上講座 1 人 

政策法務実践講座 3 人 ＯＪＴ研修 2 人 

クレーム対応力講座 5 人 情報活用力向上研修 2 人 

組織内リスク管理講座 1 人 折衝・交渉研修 2 人 

ファシリテーション講座 1 人 研修担当者研修 1 人 

パワーハラスメント防止研修 1 人 ＪＳＴ指導者養成研修 1 人 

タイムマネジメント講座 4 人   

法務基礎養成講座 32 人 合  計 108 人 

 

（４） 派遣研修 

高度な専門的知識を習得し、職場へフィードバックさせることによって、質の高い行政サー

ビスの提供と事務の効率化を図るため、専門的な機関や民間企業に職員を派遣しました。 

 （平成 28 年度実績） 

研 修 機 関   研  修  科  目 受講者 

自治大学校 第２部課程 1 人 

市町村アカデミー 

法令実務能力の向上Ａ（基礎） 1 人 

固定資産税課税事務（土地） 1 人 

情報公開と個人情報保護 1 人 

固定資産税課税事務（家屋） 1 人 

住民税課税事務 1 人 

市町村税徴収事務 1 人 

国際文化アカデミー 女性リーダーのためのマネジメント研修 2 人 

日本下水道事業団 

新しい事業計画入門 1 人 

下水道経営セミナー 1 人 

管きょの点検・調査 1 人 

 



- 14 - 
 

【（４）派遣研修の続き】 

 

研 修 機 関   研  修  科  目 受講者 

全国建設研修センター 

建築施工マネジメント 1 人 

都市計画 1 人 

都市再開発 1 人 

建築工事のポイント 1 人 

建築設計 1 人 

開発許可Ⅱ 1 人 

とちぎ建設技術センター 

基礎から学ぶ土木工事設計積算 
～土木工事設計積算（入門編）～ 

1 人 

土木工事設計積算ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ研修 
～土木工事設計積算（中級編）～ 

2 人 

土質調査法とその活用 1 人 

良いコンクリートの作り方 
～生コン製造から打設まで～ 

1 人 

外壁改修工事の工法の選択と管理の 
ポイント 

1 人 

安全快適な道路計画 2 人 

建築工事監督職員等の検査 1 人 

悩み解決！用地実務研修 2 人 

会検指摘事例から学ぶ留意点 
～公共事業の設計・積算・施工～ 

1 人 

建築積算連続講座③ 
～鉄骨工事の積算～ 

1 人 

川をきれいに！水処理管理を学ぼう 
～下水道処理施設の管理～ 

2 人 

栃木県 栃木県建築行政一般研修 7 人 

日本経営協会 
固定資産税における家屋評価と課税の実務 1 人 

地方自治体女性職員交流研究会 1 人 

公務人材開発協会 新しい公務員倫理研修 1 人 

結城市 
メンター研修 2 人 

業務改善研修 2 人 

民間企業派遣研修 4 人 

合     計 51 人 

（５） その他 （自己啓発活動等支援） 

職員の自己啓発意欲を喚起し、職員の能力開発をすることにより、組織の活性化を

図ることを目的に自己啓発活動等を支援しました。 

〇 自主研究グループ活動の支援及び助成 

〇 職場研修(ＯＪＴ)実施の支援 



- 15 - 
 

（６） 職員の人事評価の状況 

本市では、「人事評価制度」を平成19年度から試行導入しており、平成22年度から本格

実施しました。 

「人事評価制度」は、職員が業績意識のもとで業務目標の達成や能力開発に取り組み、

結果として、努力し成果を上げた職員が適正な処遇を受けることで意欲向上に繋げ、また、

評価結果のフィードバックにより人材育成を図る仕組みとなっております。 

平成 27 年度の評価結果については、平成 28 年度 6 月期及び 12 月期の勤勉手当、1

月期の昇給に反映しました。 

 

 

６ 職員の退職管理の状況 

平成26～28年度に退職した職員のうち、小山市職員の退職管理に関する条例第3条に基

づき、再就職の届出があった件数 （平成 29 年 4月 30 日現在） 

退職年度 件数 

平成 26 年度 2 件 

平成 27 年度 3 件 

平成 28 年度 3 件 
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７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１） 公務災害補償の制度及び認定状況 （平成 28 年度実績） 

地方公務員災害補償基金 
一般職員の公務中及び通勤

途中の被災に対する補償 

5 名 

（打撲等） 

小山市議会の議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等に

関する条例 

非常勤職員・臨時職員の公務

中及び通勤途中の被災に対

する補償 

3 名 

（骨折等） 

（２） 健康診断実施状況 （平成 28年度実績） 

区   分 対象者 受診者数 

定期健康診断 全職員 513人 

人間ドック 30 歳以上の職員 642人 

（３） 健康管理研修会 （平成 28 年度実績） 

区   分 対象者 回   数 

メンタルへルス研修会 管理監督者・一般職員 
管理監督者 3回 

一般職員 3回 

ハラスメント防止研修会 全職員 3 回 

（４） メンタルへルス対策事業 （平成 28 年度実績） 

区   分 対象者 内  容 

ストレス健康相談 全職員 
精神科医による相談を月に１回実施 
相談件数：16 件 

カウンセリング相談 全職員 
産業カウンセラーによるカウンセリング
を年 33回実施 
相談件数：125 件 

ストレス調査 全職員 

メンタル不調を防止するため、全職員
を対象にストレスチェックを実施、更に
高ストレス職員に対し 2 次調査を実
施、その結果に応じて医師面接等の事
後フォローを行う 

（５） 福利厚生事業 

① 法律による制度（地方公務員等共済組合法） 

栃木県市町村 

職員共済組合 

短期給付事業 長期給付事業 福祉事業 

職員と家族の病気・ケ

ガ・出産・死亡・休業・

災害等への給付 

退職・障害または死

亡に対する年金や

一時金の給付 

健康の保持増進事業、

宿泊事業、貸付事業、

貯金事業等 

② 条例による制度（小山市職員共済会に関する条例） 

ア 負担率 （平成 28年度実績）※小山広域保健衛生組合を除く 

掛金（共済会費） 市補助金 負担割合（職員：市） 

16,946,000 円 

（給料月額の 1000 分の 4） 
13,500,000 円 1 ： 0.796 

イ 市補助金決算額等 （平成 28 年度実績）※小山広域保健衛生組合を除く 

補助金決算額 会員数 １人当たりの補助金負担額 

13,500,000 円 1,135 名 11,894 円 
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ウ 事業内容 （平成 28 年度実績） 

ⅰ） 補助金事業会計 （市補助金により運営） 

事業項目 内   容 助成単価等 受給者数 

保健衛生費 
人間ドック・PET 検査・ 

脳ドック利用助成 

自己負担額の7割（新小山市民病

院の人間ドックは9割）、脳ドックは

一律 10,000 円 

604 人  

福利厚生費 

（一財）小山市勤労者共

済ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ特別会員

事業費 

特別会員費：年額 4,106 千円 

職員共済会が加入することで、職員が同セン 

ターの会員サービスを受けられる。 

ⅱ） 掛金事業会計 （会員の負担する掛金により運営） 

事業項目 内   容 １人当たりの給付単価 受給者数 

給 付 費 

退会給付金 会員年数に応じて支給 78 人  

結婚祝金 3 万円 22 人  

銀婚祝金 2 万円 21 人  

傷病見舞金 1～2万円（期間に応じて支給） 17 人  

出産祝金 1.5 万円 36 人  

入学祝金 1 万円 71 人  

卒業祝金 1 万円（中学校卒業） 34 人  

永年勤続祝 
勤続 20 年  2 万円の旅行券 17 人  

勤続 30 年  6 万円の旅行券 9 人  

死亡弔慰金 1～10 万円（会員との関係に応じて支給） 35 人  

災害見舞金 5～30 万円（災害の程度に応じて支給） 0 人  

調整給付金 5 万円 8 人  

福利厚生費 

リフレッシュ助成 5 千円（最高限度）助成 1,100 人  

文化・体育クラブ

活動助成 
1 団体につき年間 3万円 12 団体  

８ 公平委員会の報告関係 

平成 28 年度小山市公平委員会の業務の処理状況 

   （平成 28年 4月 1日～平成 29年 3 月 31 日） 

業  務  内  容 件  数 

勤務条件に関する措置要求 0 件 

不利益処分に関する審査請求 0 件 

職員からの苦情の処理 0 件 
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